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水道法 
 
（この法律の目的） 

第一条 この法律は、水道

の布設及び管理を適正か

つ合理的ならしめるとと

もに、水道の基盤を強化

することによつて、清浄

にして豊富低廉な水の供

給を図り、もつて公衆衛

生の向上と生活環境の改

善とに寄与することを目

的とする。 

 

（責務） 

第二条 国及び地方公共団

体は、水道が国民の日常

生活に直結し、その健康

を守るために欠くことの

できないものであり、か

つ、水が貴重な資源であ

ることにかんがみ、水源

及び水道施設並びにこれ

らの周辺の清潔保持並び

に水の適正かつ合理的な

使用に関し必要な施策を

講じなければならない。 

２ 国民は、前項の国及び

地方公共団体の施策に協

力するとともに、自らも、

水源及び水道施設並びに

これらの周辺の清潔保持

並びに水の適正かつ合理

的な使用に努めなければ

ならない。 

 

（用語の定義） 

第三条 この法律において

水道法施行令 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道法施行規則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



「水道」とは、導管及び

その他の工作物により、

水を人の飲用に適する水

として供給する施設の総

体をいう。ただし、臨時

に施設されたものを除

く。 

２ この法律において「水

道事業」とは、一般の需

要に応じて、水道により

水を供給する事業をい

う。ただし、給水人口が

百人以下である水道によ

るものを除く。 

３ この法律において「簡

易水道事業」とは、給水

人口が五千人以下である

水道により、水を供給す

る水道事業をいう。 

４ この法律において「水

道用水供給事業」とは、

水道により、水道事業者

に対してその用水を供給

する事業をいう。ただし、

水道事業者又は専用水道

の設置者が他の水道事業

者に分水する場合を除

く。 

５ この法律において「水

道事業者」とは、第六条

第一項の規定による認可

を受けて水道事業を経営

する者をいい、「水道用

水供給事業者」とは、第

二十六条の規定による認

可を受けて水道用水供給

事業を経営する者をい

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ この法律において「専

用水道」とは、寄宿舎、

社宅、療養所等における

自家用の水道その他水道

事業の用に供する水道以

外の水道であつて、次の

各号のいずれかに該当す

るものをいう。ただし、

他の水道から供給を受け

る水のみを水源とし、か

つ、その水道施設のうち

地中又は地表に施設され

ている部分の規模が政令

で定める基準以下である

水道を除く。 

一 百人を超える者にそ

の居住に必要な水を供

給するもの 

二 その水道施設の一日

最大給水量（一日に給

水することができる最

大の水量をいう。以下

同じ。）が政令で定め

る基準を超えるもの 

７ この法律において「簡

易専用水道」とは、水道

事業の用に供する水道及

び専用水道以外の水道で

あつて、水道事業の用に

供する水道から供給を受

ける水のみを水源とする

ものをいう。ただし、そ

の用に供する施設の規模

が政令で定める基準以下

のものを除く。 

８ この法律において「水

道施設」とは、水道のた

めの取水施設、貯水施設、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



導水施設、浄水施設、送

水施設及び配水施設（専

用水道にあつては、給水

の施設を含むものとし、

建築物に設けられたもの

を除く。以下同じ。）で

あつて、当該水道事業者、

水道用水供給事業者又は

専用水道の設置者の管理

に属するものをいう。 

９ この法律において「給

水装置」とは、需要者に

水を供給するために水道

事業者の施設した配水管

から分岐して設けられた

給水管及びこれに直結す

る給水用具をいう。 

１０ この法律において

「水道の布設工事」とは、

水道施設の新設又は政令

で定めるその増設若しく

は改造の工事をいう。 

１１ この法律において

「給水装置工事」とは、

給水装置の設置又は変更

の工事をいう。 

１２ この法律において

「給水区域」、「給水人

口」及び「給水量」とは、

それぞれ事業計画におい

て定める給水区域、給水

人口及び給水量をいう。 

 

（水質基準） 

第四条 水道により供給さ

れる水は、次の各号に掲

げる要件を備えるもので

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



一 病原生物に汚染さ

れ、又は病原生物に汚

染されたことを疑わせ

るような生物若しくは

物質を含むものでない

こと。 

二 シアン、水銀その他

の有毒物質を含まない

こと。 

三 銅、鉄、弗素、フェ

ノールその他の物質を

その許容量をこえて含

まないこと。 

四 異常な酸性又はアル

カリ性を呈しないこ

と。 

五 異常な臭味がないこ

と。ただし、消毒によ

る臭味を除く。 

六 外観は、ほとんど無

色透明であること。 

２ 前項各号の基準に関し

て必要な事項は、厚生労

働省令で定める。 

 

（給水義務） 

第十五条 水道事業者は、

事業計画に定める給水区

域内の需要者から給水契

約の申込みを受けたとき

は、正当の理由がなけれ

ば、これを拒んではなら

ない。 

２ 水道事業者は、当該水

道により給水を受ける者

に対し、常時水を供給し

なければならない。ただ

し、第四十条第一項の規

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



定による水の供給命令を

受けた場合又は災害その

他正当な理由があつてや

むを得ない場合には、給

水区域の全部又は一部に

つきその間給水を停止す

ることができる。この場

合には、やむを得ない事

情がある場合を除き、給

水を停止しようとする区

域及び期間をあらかじめ

関係者に周知させる措置

をとらなければならな

い。 

３ 水道事業者は、当該水

道により給水を受ける者

が料金を支払わないと

き、正当な理由なしに給

水装置の検査を拒んだと

き、その他正当な理由が

あるときは、前項本文の

規定にかかわらず、その

理由が継続する間、供給

規程の定めるところによ

り、その者に対する給水

を停止することができ

る。 

 

（給水装置の構造及び材

質） 

第十六条 水道事業者は、

当該水道によつて水の供

給を受ける者の給水装置

の構造及び材質が、政令

で定める基準に適合して

いないときは、供給規程

の定めるところにより、

その者の給水契約の申込

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（給水装置の構造及び材質

の基準） 

第六条 法第十六条の規定

による給水装置の構造及

び材質は、次のとおりと

する。 

一 配水管への取付口の

位置は、他の給水装置

の取付口から三十セン

チメートル以上離れて

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



を拒み、又はその者が給

水装置をその基準に適合

させるまでの間その者に

対する給水を停止するこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いること。 

二 配水管への取付口に

お け る 給 水 管 の 口 径

は、当該給水装置によ

る水の使用量に比し、

著 し く 過 大 で な い こ

と。 

三 配水管の水圧に影響

を及ぼすおそれのある

ポンプに直接連結され

ていないこと。 

四 水圧、土圧その他の

荷重に対して充分な耐

力を有し、かつ、水が

汚染され、又は漏れる

おそれがないものであ

ること。 

五 凍結、破壊、侵食等

を防止するための適当

な措置が講ぜられてい

ること。 

六 当該給水装置以外の

水管その他の設備に直

接連結されていないこ

と。 

七 水槽、プール、流し

その他水を入れ、又は

受ける器具、施設等に

給水する給水装置にあ

っては、水の逆流を防

止するための適当な措

置が講ぜられているこ

と。 

２ 前項各号に規定する基

準を適用するについて必要

な技術的細目は、厚生労働

省令で定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（給水装置工事） 

第十六条の二 水道事業者

は、当該水道によつて水

の供給を受ける者の給水

装置の構造及び材質が前

条の規定に基づく政令で

定める基準に適合するこ

とを確保するため、当該

水道事業者の給水区域に

おいて給水装置工事を適

正に施行することができ

ると認められる者の指定

をすることができる。 

２ 水道事業者は、前項の

指定をしたときは、供給

規程の定めるところによ

り、当該水道によつて水

の供給を受ける者の給水

装置が当該水道事業者又

は当該指定を受けた者

（以下「指定給水装置工

事事業者」という。）の

施行した給水装置工事に

係るものであることを供

給条件とすることができ

る。 

３ 前項の場合において、

水道事業者は、当該水道

によつて水の供給を受け

る者の給水装置が当該水

道事業者又は指定給水装

置工事事業者の施行した

給水装置工事に係るもの

でないときは、供給規程

の定めるところにより、

その者の給水契約の申込

みを拒み、又はその者に

対する給水を停止するこ

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（給水装置の軽微な変更） 

第十三条 法第十六条の二

第三項の厚生労働省令で

定める給水装置の軽微な

変更は、単独水栓の取替

え及び補修並びにこま、

パッキン等給水装置の末

端に設置される給水用具

の部品の取替え（配管を

伴わないものに限る。）

とする。 

 



とができる。ただし、厚

生労働省令で定める給水

装置の軽微な変更である

とき、又は当該給水装置

の構造及び材質が前条の

規定に基づく政令で定め

る基準に適合しているこ

とが確認されたときは、

この限りでない。 

 

（給水装置の検査） 

第十七条 水道事業者は、

日出後日没前に限り、そ

の職員をして、当該水道

によつて水の供給を受け

る者の土地又は建物に立

ち入り、給水装置を検査

させることができる。た

だし、人の看守し、若し

くは人の住居に使用する

建物又は閉鎖された門内

に立ち入るときは、その

看守者、居住者又はこれ

らに代るべき者の同意を

得なければならない。 

２ 前項の規定により給水

装置の検査に従事する職

員は、その身分を示す証

明書を携帯し、関係者の

請求があつたときは、こ

れを提示しなければなら

ない。 

 

（給水の緊急停止） 

第二十三条 水道事業者

は、その供給する水が人

の健康を害するおそれが

あることを知つたとき

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



は、直ちに給水を停止し、

かつ、その水を使用する

ことが危険である旨を関

係者に周知させる措置を

講じなければならない。 

２ 水道事業者の供給する

水が人の健康を害するお

それがあることを知つた

者は、直ちにその旨を当

該水道事業者に通報しな

ければならない。 

 

（指定の申請） 

第二十五条の二 第十六条

の二第一項の指定は、給

水装置工事の事業を行う

者の申請により行う。 

２ 第十六条の二第一項の

指定を受けようとする者

は、厚生労働省令で定め

るところにより、次に掲

げる事項を記載した申請

書を水道事業者に提出し

なければならない。 

一 氏名又は名称及び住

所並びに法人にあつて

は、その代表者の氏名 

二 当該水道事業者の給

水区域について給水装

置工事の事業を行う事

業所（以下この節にお

いて単に「事業所」と

いう。）の名称及び所

在地並びに第二十五条

の四第一項の規定によ

りそれぞれの事業所に

おいて選任されること

となる給水装置工事主

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指定の申請） 

第十八条 法第二十五条の

二第二項の申請書は、様

式第一によるものとす

る。 

２ 前項の申請書には、次

に掲げる書類を添えなけ

ればならない。 

一 法第二十五条の三第

一項第三号イからヘま

でのいずれにも該当し

ない者であることを誓

約する書類 

二 法人にあつては定款

及び登記事項証明書、

個人にあつてはその住

民票の写し 

３ 前項第一号の書類は、

様式第二によるものとす

る。 

 



任技術者の氏名 

三 給水装置工事を行う

ための機械器具の名

称、性能及び数 

四 その他厚生労働省令

で定める事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指定の基準） 

第二十五条の三 水道事業

者は、第十六条の二第一

項の指定の申請をした者

が次の各号のいずれにも

適合していると認めると

きは、同項の指定をしな

ければならない。 

一 事業所ごとに、第二

十五条の四第一項の規

 

 

 

 

第十九条 法第二十五条の

二第二項第四号の厚生労

働省令で定める事項は、

次の各号に掲げるものと

する。 

一 法人にあつては、役

員の氏名 

二 指定を受けようとす

る水道事業者の給水区

域について給水装置工

事の事業を行う事業所

（第二十一条第三項に

おいて単に「事業所」

という。）において給

水装置工事主任技術者

として選任されること

となる者が法第二十五

条の五第一項の規定に

より交付を受けている

給水装置工事主任技術

者免状（以下「免状」

という。）の交付番号 

三 事業の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



定により給水装置工事

主任技術者として選任

されることとなる者を

置く者であること。 

二 厚生労働省令で定め

る機械器具を有する者

であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 次のいずれにも該当

しない者であること。 

イ 心身の故障により

給水装置工事の事業

を適正に行うことが

できない者として厚

生労働省令で定める

もの 

 

 

 

 

 

ロ 破産手続開始の決

定を受けて復権を得

ない者 

ハ この法律に違反し

て、刑に処せられ、

 

 

 

 

（厚生労働省令で定める機

械器具） 

第二十条 法第二十五条の

三第一項第二号の厚生労

働省令で定める機械器具

は、次の各号に掲げるも

のとする。 

一 金切りのこその他の

管の切断用の機械器具 

二 やすり、パイプねじ

切り器その他の管の加

工用の機械器具 

三 トーチランプ、パイ

プレンチその他の接合

用の機械器具 

四 水圧テストポンプ 

 

 

（厚生労働省令で定める

者） 

第二十条の二 法第二十五

条の三第一項第三号イの

厚生労働省令で定める者

は、精神の機能の障害に

より給水装置工事の事業

を適正に行うに当たつて

必要な認知、判断及び意

思疎通を適切に行うこと

ができない者とする。 

 

 

 

 

 



その執行を終わり、

又は執行を受けるこ

とがなくなつた日か

ら二年を経過しない

者 

ニ 第二十五条の十一

第一項の規定により

指定を取り消され、

その取消しの日から

二年を経過しない者 

ホ その業務に関し不

正又は不誠実な行為

をするおそれがある

と認めるに足りる相

当の理由がある者 

ヘ 法人であつて、そ

の役員のうちにイか

らホまでのいずれか

に該当する者がある

もの 

２ 水道事業者は、第十六

条の二第一項の指定をし

たときは、遅滞なく、そ

の旨を一般に周知させる

措置をとらなければなら

ない。 

 

（指定の更新） 

第二十五条の三の二 第十

六条の二第一項の指定

は、五年ごとにその更新

を受けなければ、その期

間の経過によつて、その

効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があ

つた場合において、同項

の期間（以下この項及び

次項において「指定の有

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



効期間」という。）の満

了の日までにその申請に

対する決定がされないと

きは、従前の指定は、指

定の有効期間の満了後も

その決定がされるまでの

間は、なおその効力を有

する。 

３ 前項の場合において、

指定の更新がされたとき

は、その指定の有効期間

は、従前の指定の有効期

間の満了の日の翌日から

起算するものとする。 

４ 前二条の規定は、第一

項の指定の更新について

準用する。 

 

（給水装置工事主任技術

者） 

第二十五条の四 指定給水

装置工事事業者は、事業

所ごとに、第三項各号に

掲げる職務をさせるた

め、厚生労働省令で定め

るところにより、給水装

置工事主任技術者免状の

交付を受けている者のう

ちから、給水装置工事主

任技術者を選任しなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（給水装置工事主任技術者

の選任） 

第二十一条 指定給水装置

工事事業者は、法第十六

条の二の指定を受けた日

から二週間以内に給水装

置工事主任技術者を選任

しなければならない。 

２ 指定給水装置工事事業

者は、その選任した給水

装置工事主任技術者が欠

けるに至つたときは、当

該事由が発生した日から

二週間以内に新たに給水

装置工事主任技術者を選

任しなければならない。 

３ 指定給水装置工事事業

者は、前二項の選任を行

うに当たつては、一の事

業所の給水装置工事主任



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 指定給水装置工事事業

者は、給水装置工事主任

技術者を選任したとき

は、遅滞なく、その旨を

水道事業者に届け出なけ

ればならない。これを解

任したときも、同様とす

る。 

３ 給水装置工事主任技術

者は、次に掲げる職務を

誠実に行わなければなら

ない。 

一 給水装置工事に関す

る技術上の管理 

二 給水装置工事に従事

する者の技術上の指導

監督 

三 給水装置工事に係る

給水装置の構造及び材

質が第十六条の規定に

基づく政令で定める基

準に適合していること

の確認 

四 その他厚生労働省令

で定める職務 

 

技術者が、同時に他の事

業所の給水装置工事主任

技術者とならないように

しなければならない。た

だし、一の給水装置工事

主任技術者が当該二以上

の事業所の給水装置工事

主任技術者となつてもそ

の職務を行うに当たつて

特に支障がないときは、

この限りでない 

 

第二十二条 法第二十五条

の四第二項の規定による

給水装置工事主任技術者

の 選 任 又 は 解 任 の 届 出

は、様式第三によるもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（給水装置工事主任技術者

の職務） 

第二十三条 法第二十五条



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 給水装置工事に従事す

る者は、給水装置工事主

任技術者がその職務とし

て行う指導に従わなけれ

ばならない。 

 

（給水装置工事主任技術者

免状） 

第二十五条の五 給水装置

工事主任技術者免状は、

給水装置工事主任技術者

試験に合格した者に対

し、厚生労働大臣が交付

の四第三項第四号の厚生

労働省令で定める給水装

置工事主任技術者の職務

は、水道事業者の給水区

域において施行する給水

装置工事に関し、当該水

道事業者と次の各号に掲

げる連絡又は調整を行う

こととする。 

一 配水管から分岐して

給水管を設ける工事を

施行しようとする場合

における配水管の位置

の確認に関する連絡調

整 

二 第三十六条第一項第

二号に掲げる工事に係

る工法、工期その他の

工事上の条件に関する

連絡調整 

三 給水装置工事（第十

三条に規定する給水装

置の軽微な変更を除

く。）を完了した旨の

連絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



する。 

２ 厚生労働大臣は、次の

各号のいずれかに該当す

る者に対しては、給水装

置工事主任技術者免状の

交付を行わないことがで

きる。 

一 次項の規定により給

水装置工事主任技術者

免状の返納を命ぜら

れ、その日から一年を

経過しない者 

二 この法律に違反し

て、刑に処せられ、そ

の執行を終わり、又は

執行を受けることがな

くなつた日から二年を

経過しない者 

３ 厚生労働大臣は、給水

装置工事主任技術者免状

の交付を受けている者が

この法律に違反したとき

は、その給水装置工事主

任技術者免状の返納を命

ずることができる。 

４ 前三項に規定するもの

のほか、給水装置工事主

任技術者免状の交付、書

換え交付、再交付及び返

納に関し必要な事項は、

厚生労働省令で定める。 

 

（給水装置工事主任技術者

試験） 

第二十五条の六 給水装置

工事主任技術者試験は、

給水装置工事主任技術者

として必要な知識及び技

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



能について、厚生労働大

臣が行う。 

２ 給水装置工事主任技術

者試験は、給水装置工事

に関して三年以上の実務

の経験を有する者でなけ

れば、受けることができ

ない。 

３ 給水装置工事主任技術

者試験の試験科目、受験

手続その他給水装置工事

主任技術者試験の実施細

目は、厚生労働省令で定

める。 

 

（変更の届出等） 

第二十五条の七 指定給水

装置工事事業者は、事業

所の名称及び所在地その

他厚生労働省令で定める

事項に変更があつたと

き、又は給水装置工事の

事業を廃止し、休止し、

若しくは再開したとき

は、厚生労働省令で定め

るところにより、その旨

を水道事業者に届け出な

ければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更の届出） 

第三十四条 法第二十五条

の七の厚生労働省令で定

める事項は、次の各号に

掲げるものとする。 

一 氏名又は名称及び住

所並びに法人にあつて

は、その代表者の氏名 

二 法人にあつては、役

員の氏名 

三 給水装置工事主任技

術者の氏名又は給水装

置工事主任技術者が交

付を受けた免状の交付

番号 

２ 法第二十五条の七の規

定により変更の届出をし

ようとする者は、当該変

更のあつた日から三十日

以内に様式第十による届

出書に次に掲げる書類を

添えて、水道事業者に提

出しなければならない。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業の基準） 

第二十五条の八 指定給水

装置工事事業者は、厚生

労働省令で定める給水装

置工事の事業の運営に関

する基準に従い、適正な

給水装置工事の事業の運

一 前項第一号に掲げる

事項の変更の場合に

は、法人にあつては定

款及び登記事項証明

書、個人にあつては住

民票の写し 

二 前項第二号に掲げる

事項の変更の場合に

は、様式第二による法

第二十五条の三第一項

第三号イからヘまでの

いずれにも該当しない

者であることを誓約す

る書類及び登記事項証

明書 

 

（廃止等の届出） 

第三十五条 法第二十五条

の七の規定により事業の

廃止、休止又は再開の届

出をしようとする者は、

事業を廃止し、又は休止

したときは、当該廃止又

は休止の日から三十日以

内に、事業を再開したと

きは、当該再開の日から

十日以内に、様式第十一

による届出書を水道事業

者に提出しなければなら

ない。 

 

（事業の運営の基準） 

第三十六条 法第二十五条

の八に規定する厚生労働

省令で定める給水装置工

事の事業の運営に関する

基準は、次の各号に掲げ

るものとする。 



営に努めなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 給水装置工事（第十

三条に規定する給水装

置の軽微な変更を除

く。）ごとに、法第二

十五条の四第一項の規

定により選任した給水

装置工事主任技術者の

うちから、当該工事に

関して法第二十五条の

四第三項各号に掲げる

職務を行う者を指名す

ること。 

二 配水管から分岐して

給水管を設ける工事及

び給水装置の配水管へ

の取付口から水道メー

ターまでの工事を施行

する場合において、当

該配水管及び他の地下

埋設物に変形、破損そ

の他の異常を生じさせ

ることがないよう適切

に作業を行うことがで

きる技能を有する者を

従事させ、又はその者

に当該工事に従事する

他の者を実施に監督さ

せること。 

三 水道事業者の給水区

域において前号に掲げ

る工事を施行するとき

は、あらかじめ当該水

道事業者の承認を受け

た工法、工期その他の

工事上の条件に適合す

るように当該工事を施

行すること。 

四 給水装置工事主任技



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

術者及びその他の給水

装置工事に従事する者

の給水装置工事の施行

技術の向上のために、

研修の機会を確保する

よう努めること。 

五 次に掲げる行為を行

わないこと。 

イ 令第六条に規定す

る基準に適合しない

給水装置を設置する

こと。 

ロ 給水管及び給水用

具の切断、加工、接

合等に適さない機械

器具を使用するこ

と。 

六 施行した給水装置工

事（第十三条に規定す

る給水装置の軽微な変

更を除く。）ごとに、

第一号の規定により指

名した給水装置工事主

任技術者に次の各号に

掲げる事項に関する記

録を作成させ、当該記

録をその作成の日から

三年間保存すること。 

イ 施主の氏名又は名

称 

ロ 施行の場所 

ハ 施行完了年月日 

ニ 給水装置工事主任

技術者の氏名 

ホ 竣工図 

ヘ 給水装置工事に使

用した給水管及び給

水用具に関する事項 



 

 

 

 

（給水装置工事主任技術者

の立会い） 

第二十五条の九 水道事業

者は、第十七条第一項の

規定による給水装置の検

査を行うときは、当該給

水装置に係る給水装置工

事を施行した指定給水装

置工事事業者に対し、当

該給水装置工事を施行し

た事業所に係る給水装置

工事主任技術者を検査に

立ち会わせることを求め

ることができる。 

 

（報告又は資料の提出） 

第二十五条の十 水道事業

者は、指定給水装置工事

事業者に対し、当該指定

給水装置工事事業者が給

水区域において施行した

給水装置工事に関し必要

な報告又は資料の提出を

求めることができる。 

 

（指定の取消し） 

第二十五条の十一 水道事

業者は、指定給水装置工

事事業者が次の各号のい

ずれかに該当するとき

は、第十六条の二第一項

の指定を取り消すことが

できる。 

一 第二十五条の三第一

ト 法第二十五条の四

第三項第三号の確認

の方法及びその結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



項各号のいずれかに適

合しなくなつたとき。 

二 第二十五条の四第一

項又は第二項の規定に

違反したとき。 

三 第二十五条の七の規

定による届出をせず、

又は虚偽の届出をした

とき。 

四 第二十五条の八に規

定する給水装置工事の

事業の運営に関する基

準に従つた適正な給水

装置工事の事業の運営

をすることができない

と認められるとき。 

五 第二十五条の九の規

定による水道事業者の

求めに対し、正当な理

由なくこれに応じない

とき。 

六 前条の規定による水

道事業者の求めに対

し、正当な理由なくこ

れに応じず、又は虚偽

の報告若しくは資料の

提出をしたとき。 

七 その施行する給水装

置工事が水道施設の機

能に障害を与え、又は

与えるおそれが大であ

るとき。 

八 不正の手段により第

十六条の二第一項の指

定を受けたとき。 

２ 第二十五条の三第二項

の規定は、前項の場合に

準用する。 



 

（罰則） 

第五十一条 水道施設を損

壊し、その他水道施設の

機能に障害を与えて水の

供給を妨害した者は、五

年以下の懲役又は百万円

以下の罰金に処する。 

２ みだりに水道施設を操

作して水の供給を妨害し

た者は、二年以下の懲役

又は五十万円以下の罰金

に処する。 

３ 前二項の規定にあたる

行為が、刑法の罪に触れ

るときは、その行為者は、

同法の罪と比較して、重

きに従つて処断する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


